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	 児童養護施設は「保護者のいない児童、虐待されている児童、その他環境上
養護を必要とする児童を入所させて、これを養護し、合わせて退所した者に対
する相談その他の自立のための援助を行うこと」を目的とする施設である。児
童養護施設では被虐待児や発達障害児の入所が増加しており、直接処遇職員
（Care Worker：以下，CW）は入所児が起こす情緒・行動上の問題への対応
に困難を感じている現状である。そこで、入所児への直接援助だけでなく、職
員間のコミュニケーションや施設運営管理などの入所時支援の仕組み（システ
ム）を検討することが重要である。その中でも特に、CW が主体的に入所児支
援における PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルを 1 つの支援技術とし
て獲得できることが必要である。しかしながら、児童養護施設では支援の効果
を客観的に示した研究が少なく、日常生活場面における入所児の問題行動の増
減など科学的な根拠の提示が求められている。 
	 一方で、知的障害者施設などの他の社会福祉施設では応用行動分析学に基づ
くアプローチが児童および職員の行動変容を促すためのアプローチとして有用
であると示唆されている。しかしながら、支援会議における発話内容、外部支
援者がいなくても職員が主体的に支援計画を立案・調整できるようにする方
略、研修後における職員の行動の維持・般化をもたらす方法などは明らかにな
っていない。そこで、応用行動分析学の一領域である組織行動マネジメント
（Organizational Behavior Management：以下，OBM）の技法および理論を
援用し、職員における支援の PDCA サイクルを職員の行動随伴性という観点か
ら詳細に分析することでこれらの課題を解決できると考えられる。 
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	 そこで本論文では、CW における PDCA サイクルに関連する既存の行動随伴
性を調査した上で、行動随伴性に沿った問題解決スキル促進システム
（Problem Solving skills Promotion System：以下，PSPS）を OBM の観点
から開発および導入した。PSPS によって児童養護施設の CW が主体的に
PDCA サイクルに基づいて入所児支援を実施・維持・般化できるか、また、入
所児の支援目標が達成されるか検討することを主な目的とした。本研究の目的
に沿って、本論は以下の 4 つの研究で構成されている。 
	 研究Ⅰでは、全国の児童養護施設を対象として、PDCA サイクルに基づいた
支援を評価するための資料となる自立支援計画の実態調査を行い、以下の 2 点
を明らかにすることを目的とした。1 点目に、ケース会議やケース記録など自
立支援計画と関連する業務を含めて調査することにより、自立支援計画の策
定・確認・評価に関する業務過程の実態を明らかにすることであった。2 点目
に、自立支援計画を有効に活用していると評定した職員と活用できていないと
評定した職員を群分けすることにより、自立支援計画を日常生活支援に適用す
ることに関する職員の主観的な効果評定と業務過程間の関連を明らかにするこ
とであった。研究Ⅰの結果、児童養護施設の自立支援計画と関連業務に関する
実態が明らかになった。また、職員の主観的な効果評定との関連から、（1）
CW が策定した支援計画を支援実施の先行事象として機能させること、（2）評
価可能な達成状況の資料を記録行動の結果事象として生成すること、（3）資料
をケース会議で参照して支援計画を提案・修正することが、より効果的な CW
の行動随伴性を確立するために必要な介入であると考察された。 
	 研究Ⅱでは、児童養護施設入所児 1 名と担当 CW を対象に機能的行動アセス
メント（Functional Behavior Assessment：以下，FBA）と行動の生起・非生
起に関する◯✕記録を導入して事例研究を行い、以下の 3 点を明らかにするこ
とを目的とした。1 点目に、達成状況の記録が PDCA サイクルの確立に重要な
変数であることから、CW が◯✕記録を継続するために必要な要因を明らかに
することであった。2 点目に、CW に依頼した介入が継続して実施されない場
合に（介入厳密性の低下）、◯✕記録をどのようにフィードバックすることで
支援実施の先行事象として機能するかを明らかにすることであった。3 点目
に、外部支援者が実施する FBA によって CW の対応困難感が低減し、入所児
の攻撃行動が低減するかを明らかにすることであった。研究Ⅱの結果、（1）
CW が◯✕記録を継続するために他職員が記録結果をチェックする環境を設定
 3 
することが有効であること、（2）◯✕記録の結果を自動的にグラフフィードバ
ックすることで CW の介入厳密性が増加すること、さらに、（3）FBA の提示
によって CW の対応困難感が低減し、対象児の攻撃行動が低減することを明ら
かにした。一方で、継続的かつ簡易的な FBA の実施と会議方針の視覚化など
が課題として挙げられた。 
	 研究Ⅲでは、研究Ⅱで対象とした児童養護施設入所児 3 名と担当 CW を対象
とし、◯✕記録と ABC 記録を含む「目標評価ツール（Goal Evaluation Tool：
以下，GET）」および視覚的な会議進行方針を示す「問題解決フローチャート
（Problem-Solving Chart：以下，PS チャート）」で構成される PSPS を開発
および導入して、以下の 2 点を明らかにすることを目的とした。1 点目は、
PSPS が短時間で効率的に CW における具体的な支援目標の設定、支援状況の
説明、支援方法の計画をもたらし、入所児の支援目標を達成するかを明らかに
することであった。2 点目は、CW の会議中の発言に対して、◯✕記録のよう
な量的なデータと ABC 記録のような質的なデータのどちらの記録形態が職員
の行動に影響を及ぼすかについて入所児の目標達成と職員の記録率間の関係性
について検討することであった。研究Ⅲの結果、（1）GET における◯✕記録
のグラフフィードバックと PS チャートによって、CW が支援目標を具体的に
設定および支援状況を説明できること、（2）継続的かつ高率で記録が行われれ
ば、ABC 記録を通して CW において新しい支援方法を計画する行動を生起さ
せることを明らかにした。一方で、外部支援者なしでの主体的な運用や入所児
の支援目標の統制などが課題として挙げられた。 
	 研究Ⅳでは、研究ⅡおよびⅢとは異なる児童養護施設入所児 2 名と全職員を
対象に、PSPS を主体的に運用できるように組織行動のアセスメントを行った
上で対象施設の文脈に沿って PSPS を導入し、以下の 3 点を明らかにすること
を目的とした。1 点目に、外部支援者が積極的に会議で発言しなくても職員の
みで PSPS を運用することができるかを、外部支援者と職員の発言率および発
言内容に関する比率をもとに明らかにすることであった。2 点目に、参加児の
支援目標を一貫した上で、PSPS の導入によって参加児の目標が継続的に達成
され（維持）、また、達成された場合に次の支援目標を設定および目標達成で
きるか（般化）について、◯✕記録と ABC 記録の割合を踏まえて明らかにす
ることであった。3 点目に、研究ⅡおよびⅢとは異なる形態の児童養護施設を
対象に、組織行動のアセスメントを実施し、その結果に基づいてどのように組
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織的変数にアプローチすべきかを検討することであった。研究Ⅳの結果、（1）
職員のみで会議において PSPS を主体的に運用できること、（2）PSPS の主体
的な運用によって職員が新規の支援目標を設定し、入所児の支援目標が達成す
ること、（3）組織行動アセスメントによって既存の行動随伴性を活かして、
PSPS が導入できることを明らかにした。 
	 以上より、児童養護施設職員における既存の入所児支援の PDCA サイクルを
踏まえて PSPS を開発および導入することによって、職員の問題解決スキルの
実行・維持・般化および入所児の望ましい行動変容の促進を明らかにした。研
究Ⅰ〜Ⅳの結果から、児童養護施設職員の入所児支援における行動随伴性に
PSPS がどのように作用したかについて以下のように考察した。Plan（計画）
の随伴性では、PS チャートによって支援目標および支援方法に関する質問を
生起させて、◯✕で評価可能な具体的な支援目標の設定をもたらしたと考えら
れた。Do（実行）の随伴性では、GET によって◯✕記録を自動的にグラフ化
することで、支援目標が達成した際の強化効果あるいは達成していない場合の
弱化効果を高める動機づけ操作として機能し、設定した支援方法の実施を促進
したと考えられた。Check（評価）の随伴性では、管理職や専門職が GET に
記録するよう指示をすることで記録が安定するようになった。その上で、ABC
記録結果によって、入所児の行動変容をもたらすために必要な行動随伴性を規
定したルールを職員自ら生成・修正したと考えられた。Action（改善）の随伴
性では、GET への記録結果によって、支援目標が達成し続けている状態では
新規の支援目標設定を、支援目標が達成していない状態では新規の支援方法設
定を促進したと考えられた。本論文の今後の課題としては、（1）PSPS の作用
機序に関する実験的検討とコンポーネント分析、（2）より効率的・効果的な
PSPS 運用方法の検討、（3）対人援助領域における組織行動アセスメントの開
発と発展、（4）領域の枠を超えた広範な対象における追試と大規模な効果検証
の 4 点が挙げられた。 
